
※ドローン・空飛ぶクルマの機体の性能評価手法の開発、ドローンの一対多運航を実現するための性能評価手法

の開発は委託、ドローンの一対多運航を実現するための技術開発については補助。

過疎地の配送・移動手段確保

次世代空モビリティの社会実装に向けた実現プロジェクト
令和6年度概算要求額 35億円（31億円）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

労働力不足や物流量の増加に伴い、次世代空モビリティ（ドロー
ン・空飛ぶクルマ）による省エネルギー化やヒト・モノの自由な移動
が期待されている。本事業ではドローン・空飛ぶクルマが安全基準
を満たす性能であるかを証明する手法の開発、１人の操縦者が複
数のドローンを飛行させる技術およびその安全性を評価する手法の
開発を目指す。また、空飛ぶクルマの高密度運航等に必要な技術
の開発を行うとともに、航空機やドローン、空飛ぶクルマがより効率
的な空域共有を行うと想定した開発・実証を行い、省エネルギー化
と自由な空の移動の実現を目指す。

製造産業局航空機武器宇宙産業課

次世代空モビリティ政策室

成果目標

令和４年度から８年までの５年間の事業であり、

短期的には安全性評価手法の開発数６件、ドローン・空飛ぶク
ルマ等の飛行実証回数20回を目指す。

最終的には令和17年度における二酸化炭素排出削減量
840.5万ｔを目指す。

事業概要

（１）性能評価手法の開発

ドローン・空飛ぶクルマの機体の安全性を証明する性能評価手法
の開発、ドローンの１対多数運航を実現するための技術開発及び
その安全性を評価する手法の開発を実施する。

（２）運航管理技術の開発

ドローン・空飛ぶクルマ・既存航空機の低高度における空域共有の
全体アーキテクチャ設計、技術開発、実証等を行う。

（３）国際標準化・海外制度・技術に係る海外動向調査

上記開発成果について、国際標準化への提案を実施し、我が国
主導によるルール形成を行う。また、海外の動向調査を行うとともに、
官民を含めた委員会を設置して、研究開発全体の進め方や連携
方法を議論する。

国

国立研究開発法人
新エネルギー・産業
技術総合開発機構
(NEDO)

交付
民間企業等

民間企業等

民間企業等

(1)委託・補助※

（大企業1/2、中小企業2/3）

(2)委託

(3)委託

災害時の物資・人員輸送渋滞回避
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